市民会議のこれまでの活動と今後
(平成19年3月24日第２回自治基本条例策定市民会議フォーラム資料から抜粋)　
	（１）　なぜ今自治基本条例か

　　　　　平成12年の地方分権一括法の施行により、これまで国が主導してきた行政サービスのかなりの部分が、地方自治体の裁量にゆだねられることになった。そのため、市長（行政）、議会、市民、の役割・責務を明確にし、自治を行う仕組みをはっきりさせるために、自治基本条例の策定が必要とされてきた。

　鎌倉市では、「明日のかまくらを創る市民100人会議」が結成されたが、その報告書の中で、鎌倉市として自治基本条例を市民参加で策定するよう提案され、平成17年に発表された鎌倉市の第3次鎌倉市総合計画第2期基本計画に、自治基本条例の策定が挙げられた。
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	（２）　市民会議が発足する経過

　　　　　「市民100人会議」の報告後、平成17年10月8日に「市民自治を考える市民フォーラム」を開催した。これをきっかけとして、自治基本条例を策定するための「市民会議」参加者を市広報で募集したところ、107名の応募があった。平成18年１月17日に最初の会議が開かれ、準備世話人会などを経て５月16日に正式に市民会議が発足した。その後、平成18年9月15日締め切りで、会員の第2次募集をしたところ、20名の応募があり、現在こうした陣容で活動している。
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市民会議発足

	（３）　市民会議の活動

　　　　　「自治基本条例」の第１期の策定作業は、平成19年３月までに、計10回の班別討議と７回のミニ学習会などを行い、策定作業結果をまとめ、現在は第２期以降の作業を行っている。

　　　　　一方、広報活動にも取り組み、平成18年9月には市民会議のホームページを開設し、鎌倉市のホームぺージにこれをリンクさせた。さらに平成18年12月、本年3月と４月に市民会議のニューズレターを発行した。また３月には広報で市民会議特集号が全戸配布された。

「自治基本条例とは何なのか」について、平成18年8月に中央大学の礒崎初仁教授を講師に公開講演会を開催（参加者約110名）した。平成18年10月、第１回の市民会議フォーラム（第１部は礒崎教授による講演会、第２部は各方面からの市民によるパネルディスカッション）を行った（参加者約130名）。さらに平成19年３月に第２回市民フォーラム(第１部中央大学佐々木信夫教授による講演会、第２部は市民会議メンバーによる活動報告と参加者との意見交換を行った(約100名参加)。　


	

	（４）　市民会議の今後の活動

　　　　　第1期の作業で抽出された課題をいくつかの論点に整理し、議論や学習を深め、素案の大綱を固める。ついで、具体的な条例素案にするために、法的、技術的なチェック作業を経て市長に提出する。

　　　　　その間、市民会議フォーラムの開催や市民会議のメンバーが市民のみなさまのほうに出かけていく活動など、出来るだけ多くの市民と自治基本条例について意見を交わす活動を展開する。市行政や市議会とも意見交換を行うことを予定している。


	


